






　さらに，2011 年（平成 23 年）8 月 24 日に，わが国のスポーツ施策等を健全にかつ効率的に進めるた
めの基盤として期待される（2）「スポーツ基本法」が施行された。スポーツ界も今までのように慣習等に
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（ 3 ） このような問題意識からの議論として，浦川道太郎 = 道垣内正人 = 望月浩一郎「スポーツ問題に法律家がど
のように関わっていくか」Law & Practice 第 8 号（2014 年）1 頁以下。
（ 4 ） 2018 年 6 月 24 日付朝日新聞。
（ 5 ） 2018 年 8 月 30 日付朝日新聞。
（ 6 ） 2019 年 2 月 10 日付朝日新聞。
（ 7 ） 2018 年 5 月 30 日付日本経済新聞。
（ 8 ） 同旨として，道垣内正人 = 早川吉尚編著『スポーツ法への招待』（2011 年，ミネルヴァ書房）i 頁〔はしが
き〕〔道垣内正人 = 早川吉尚〕参照。

















　2018 年 2 月 18 日付日本経済新聞によれば，子供に対する家庭でのしつけに伴う暴力について，非政















的苦痛を与えるようなものと 2 つに分けて示している（表 1）。
le/2018/05/25/1404862_1_1.pdf）（accessed 2018-1-10）。
（12） 片岡理恵子「大学体育会における不祥事防止・コンプライアンス」Sportsmedicine195 号（2017 年）29 頁。


































すなわち，Y 市立甲高等学校の男子バスケットボール部に所属し，キャプテンをしていた生徒 A が，
同高校の教員であり，同部の顧問及び監督であった X から，多数回にわたり暴行や威迫的言動等を受
けたところ，それを原因として A が自殺したことから，A の父兄等が X の当該行為が不法行為に該当
し，これらの不法行為と A の死亡との間には相当因果関係が認められるなどとして，Y 市に対し国家
賠償法 1 条 1 項に基づく損害賠償等の支払を求めたものである。







（15） 文部科学省「学校教育法第 11 条に規定する児童生徒の懲戒・体罰等に関する参考事例」体罰の禁止及び児
童生徒理解に基づく指導の徹底について（通知）（2013 年）（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
seitoshidou/1331908.htm）（accessed 2019-5-12）を参考に筆者が一部修正。








にあり，かつ，現に予見し得たものというべきである」と判示して，X による暴行等と生徒 A の自殺




























（17） 本件における X については，A に対する暴行・傷害の罪で刑事裁判も行われた。これについて大阪地裁は，
X に対して，懲役 1 年，執行猶予 3 年の判決を言い渡し，確定している（大阪地判平成 25 年 9 月 16 日公刊物
未搭載）。

























動及び職員が他の職員を不快にさせる職場外における性的な言動」（人事院規則 10-10 第 2 条 1 号）と
定義される。つまり，相手の意思に反した性的な誘惑，性的行為の要求や性的な言動（24）を含んだ「性
（19） 川井・前掲注（18）42 頁。




セクハラと性犯罪の呆れた実情」草思 3 号（2001 年）20 頁以下がある。
（22） 本罪について，井田良「ドイツにおけるハラスメントの法規制」刑事法ジャーナル 60 号（2019 年）30 頁以
下参照。
（23） World Bank Group （2018） Women, Business and the Law 2018　p. 20 （https://openknowledge.
worldbank.org/bitstream/handle/10986/29498/9781464812521.pdf） （accessed 2019-8-7）. この報告書によれ
ば，Women, Business and the Law が対象とする 189 か国のうち，雇用におけるセクシャル・ハラスメント
を禁止する法律がある国は，南アジア諸国を含む 130 か国，そのような法律がないのが 59 か国あるという。
そして，わが国は OECD 加盟国の中で唯一，それを禁止する法律がない国だという。












「職場環境型」のセクシャル・ハラスメントについて，1964 年公民権法第 7 編（Title VII. of the civil 
Rights Act, 1964）に基づく訴訟が，裁判所に持ち込まれていた（29）。一方わが国では，セクシャル・ハ
ラスメントに関する規定が整備された「均等法」が，1997 年 6 月 2 日改正，1999 年 4 月 1 日に施行さ
れた。そこには，「対価型」と「職場環境型」の 2 つのセクシャル・ハラスメントが規定される。さら
















（25） 今上益雄「職場におけるセクシュアル・ハラスメント」東洋法学 43 巻 2 号（2000 年）130 頁。
（26） Mackinnon, Catherine A. （1979） Sexual Harassment of Working Women, Yale University, p. 32［（村山淳
彦監訳 = 志田昇ほか訳）『セクシャル・ハラスメント　オブ　ワーキング・ウィメン』（こうち書房，1999 年）
69 頁］。
（27） Ibid., p. 32. ［村山監訳 = 志田ほか訳・前掲注（26） 69 頁参照。］
（28） Ibid. ,p. 32. ［村山監訳 = 志田ほか訳・前掲注（26） 69～70 頁参照。］
（29） 今上・前掲注（25） 145 頁。
（30） さらに，2016 年 3 月 29 日に改正均等法は再度改正され，事業主に対して，妊娠・出産等に関するハラスメ
ント防止措置義務が追加された。本改正も重要であるが，本稿はセクシャル・ハラスメントの部分について検
討を行っていることから，本改正については別稿で検討を行うものとする。








































（33） 小笠原・前掲注（24） 82 頁〔井上洋一〕及び，熊安貴美江「ハラスメント・暴力・スポーツ」現代スポーツ
評論 33 号（2015 年）62 頁以下を参考に筆者が作成。
（34） 熊安・前掲注（33） 63 頁～64 頁図 2。




操協会の元チームドクターであるラリー・ナサール受刑者が，2016 年までに，女性選手ら 150 名以上
に対して，「治療」と称して性的暴行を繰り返してきたという事案があり，2018 年 1 月，ミシガン州の








　まず，名古屋地判平成 25 年 9 月 9 日 LEX/DB25502130 がある。これは，高校の柔道部の顧問である
被告人 X は，平素より柔道部員に対して体罰や暴言等を繰り返し行っていたが，ある日，同部所属の
A 及び B に強いてわいせつな行為をしたという事案である。これについて名古屋地裁は，強制わいせ
つ罪における「暴行」の点について，「X が以前から柔道部員に対して暴力を振るい，A 自身も，柔道
の練習中，拳で喉を殴られたり頬を平手打ちされたことがあること，A が X からラブホテルのベッド
の上という逃げ場のない状況で被害を受け，A が X に強く抵抗できずにいたことも併せ考えると，X
が A を抱き寄せた行為は強制わいせつ罪における「暴行」に当たる」とし，また「わいせつな行為」





かる行動に照らし，X がわいせつの意図を有していた」と判示し，これを肯定した。なお B 事件につ
いては，X の B に対する行為が「暴行」「わいせつ行為」「わいせつ目的」であると認定し，これも肯
定し，強制わいせつ罪（刑法 176 条前段）が成立するとした。
　次に，東京高判平成 28 年 10 月 12 日 LEX/DB25545475 がある。これは，中学校の教諭でバレーボー





（36） 熊安・前掲注（33） 65 頁。
（37） Hobson, Will. “Larry Nassar, former USA Gymnastics doctor, sentenced to 40-175 years for sex crimes”, 
The Washington Post, January 24, 2018.
（38） The Editorial Board, “Sentencing Larry Nassar Is Only a Start”, The New York Times, January 24, 2018.
（39） なお，刑事裁判の判決文の公開は，1% に満たないという。また，性犯罪は被害者保護の観点から，最高裁






























　アメリカでは，1972 年，学校教育における性差別を解消するため，タイトル IX（Title IX of the 




































　民事における加害者個人の不法行為責任として，民法 709 条が成立する可能性がある。709 条が成立
（41） Russlynn Ali （Assistant Secretary for Civil Rights）, （2011）. Dear Colleague, p. 1 （https://www2.ed.gov/
about/offices/list/ocr/letters/colleague-201104.pdf） （accessed 2019-5-26）.
（42） Ibid., p. 1～2 （accessed 2019-5-26）.
（43） Ibid., p. 17～19 （accessed 2019-5-26）.
（44） 山口智美「『性暴力を禁止する法律を育てていく』／あらゆる性差別を禁じる“Title IX”のコーディネー
ターに聞く，アメリカの今」Wezz （2017 年）（https://wezz-y.com/archives/42171）（accessed 2019-5-26）。
（45） Buzuvis, Erin E. （2018）. Title IX and U.S. College Sports: Contemporary Challenges to Compliance, In 
McCann, Michael A. （Eds.）, The Oxford Handbook of American Sports Law, Oxford University Press, p. 400.
（46） 片山紀子「アメリカの学校における体罰の衰退」体育科教育学研究 30 巻 1 号（2014 年）57 頁。








　次に，所属先の不法行為責任（民法 715 条）についてだが，民法 715 条の使用者責任が認められるた
めには，①被用者の不法行為が成立すること，②使用者と被用者の関係があること，③被用者が「その
事業の執行について」第三者に損害を加える必要がある。
　これについては，次の判例がある。すなわち，被告人 Y は，原告 X に関する性的悪評を振りまくな
どを行い，それにより X に対する嫌がらせを行うとともに，X に対する周囲の評価や信用を失墜させ
るなどの行為を行ったことから，X は専務と Z 会社に救済を求めたが，X も Z 会社も適切な対応をせ
ず，最終的に X が Z 会社を退職するという結果にまで及んだという事案において，福岡地判平成 4 年

























































（49） 大阪高裁平成 13 年 12 月 25 日裁判所ウェブサイト。
（50） 川井健『民法概論 4 債権各論』〔補訂版〕（有斐閣，2010 年）441 頁。
（51） 請負契約の場合でも，元請負人が下請負人に対し，指揮・監督のもとに業務を施行させ，その関係が使用者
と被用者との関係またはこれと同視しうる場合において，元請負人に使用者責任が認められるとした判例とし
て，最判 37 年 12 月 14 日民集 16 巻 12 号 2368 頁，最判昭和 45 年 2 月 12 日判例時報 591 号 61 頁。
（52） 川井・前掲注（50） 443 頁。
（53） 大阪地判平成 10 年 12 月 22 日判時 1687 号 104 頁。
（54） 今上・前掲注（25） 173～174 頁。
（55） 性的暴行については，2017 年に性犯罪が改正され，性犯罪が非親告罪となったり，強姦罪が強制性交等罪







































（57） 最判昭和 24 年 5 月 10 日刑集 3 巻 6 号 711 頁。
（58） 最判昭和 33 年 6 月 6 日最集刑 126 号 171 頁。
（59） 嘉門優「日本におけるハラスメントの法規制― セクハラに対する処罰のあり方について―」刑事法
ジャーナル 60 号（2019 年）25 頁。






























（61） 学説として，井田・前掲注（56）109 頁，大谷實『刑法講義各論』〔新版第 4 版補訂版〕（成文堂，2015 年）
114 頁など。
（62） それゆえ，暴行行為それ自体がわいせつな行為にあたる場合にも，強制わいせつ罪を構成するものと解する。
井田・前掲注（56）109 頁，大谷・前掲注（61）114 頁。なお，前述した名古屋高裁平成 25 年判決及び東京高裁
平成 28 年判決は，これに該当する事案といえよう。
（63） 大谷・前掲注（61）113 頁，井田・前掲注（56）107 頁。
（64） 嘉門・前掲注（59）27 頁。
（65） 高橋則夫『刑法各論』〔第 3 版〕（成文堂，2018 年）129 頁，井田・前掲注（56）107 頁。
（66） 名古屋高金沢支判昭和 36 年 5 月 2 日下刑集 3 巻 5=6 号 399 頁。
（67） 東京高判昭和 29 年 5 月 29 日判特 40 号 138 頁。
（68） 嘉門・前掲注（59）27 頁，井田・前掲注（56）107 頁。
（69） 嘉門・前掲注（59）28 頁。
（70） 高橋則夫『刑法総論』〔第 3 版〕（成文堂，2016 年）539 頁。
（71） 今上・前掲注（25）171 頁。




































その他の関係者による積極的な行動」と定義する（Wood, James = Howman, David = Murrihy, Ray （2018）. 
REPORT OF THE REVIEW OF AUSTRALIA’S SPORTS INTEGRITY ARRANGEMENTS, （https://
consultations.health.gov.au/population-health-and-sport-division/review-of-australias-sports-integrity-





































 This paper is a revised version of the summary of the “Safety and Compliance Workshop” conduct-
ed for athletic clubs of Josai University on January 23, 2019.
 In recent years, the sport world has been prone to scandals. The cause of a scandal in sport world is 
that Japan’s sport industry has not emphasized compliance in the past.
 However, the Sport Basic Act came into effect on August 24, 2011. The Japanese sport community 
is also trying to promote sport in a sound manner under the “rule of law”. Under these circumstances, 
we must act to eliminate misconduct in the sport.
 This paper focuses on the scandals in sport, particularly school sports, which has been attracting 
attention in recent years. Finally, I have considered some aspects of civil and criminal law.
Keywords: sport, abuse, sexual harassment, compliance, integrity in sport
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